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はじめに 
 
工場立地法は、工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるようにするた

め、敷地面積９,０００㎡以上又は建築面積３,０００㎡以上の製造業、電気・ガス・熱

供給業（水力、地熱及び太陽光発電所は除く）の工場に一定の規制をかける法律と

なっています。 
具体的には、これらの条件に合致する工場が、新設又は変更（敷地の増減等）を

行おうとする場合、新設・変更を行う９０日前までに市町村に対して届出を提出する

必要があります。 
工場立地法では、工場敷地面積の２０％以上を緑地として整備しなければならな

い（工場立地法等の規定に基づき、市町村が独自に準則条例を定めることで、緑地

率を 1～３０％の間に変更することが可能）等の規制が定められており、当該基準に

合致しない場合、市町村には勧告、変更命令を行う権限が付与されています。 
 
２０１７年４月から、工場立地法の執行権限は、全て市町村に移管され、工場立地

法の執行に関する情報は、各市町村がそれぞれで把握している状況となっておりま

す。 
執行権限の市町村への全面移管が行われたことを踏まえ、全面移管後の法律の

統一的な運用や、権限移管・規制の評価等を行うための基礎データについては、

国において一元的に把握すること必要であると判断し、執行権限の全面移管の前と

後の状況を比較する観点から、２０１６年度（全面移管の前年度）から工場立地法の

規制の運用状況について調査を行い、毎年、取りまとめ、公表することといたしまし

た。 
 
今般、２０１７年度分（２０１７年４月～２０１８年３月）の執行状況調査がまとまりまし

たので、公表いたします。 
 
 
 
 
 
 

２ ０ １ ９ 年 １ 月 

経 済 産 業 省 
地域企業高度化推進課 
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４．市町村における法律の運用状況 

市町村に対し、工場立地法に基づく届出が行われた後は、届出後９０日間の

実施の制限がかかることとなり、企業は、工事等を開始することができない。 
市町村は、実施制限期間中に、届出内容に問題があると判断する場合は、勧

告（届出後、６０日以内に市町村が行うことが可能）、変更命令（勧告後、３０日以

内に市町村が命令することが可能）を行うことができる。 
他方、届出内容に問題がないと判断する場合には、実施制限期間の短縮を行

うことができる。 

（１）実施制限期間の短縮 

実施制限期間が、法定期間の９０日間であった（実施制限期間の短縮が行

われなかった）件数は４４９件と全体の１７％。また、実施制限期間で最も多いも

のは、２１日～３０日で、１０７６件（４０％）となっている。 
なお、実施制限期間が４０日以下の件数は、１,８３２件（６８％）となっており、

半数以上が、実施制限期間は法定期間の半分以下となっている。 

 
（２）勧告、変更命令 

２０１７年度は、勧告、変更命令は行われなかった。 
 
  

２０１７年度（2,714 件） （参考）２０１６年度（2,438 件） 

【実施制限の期間（件数）】 
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５．工場立地法の地域準則条例の制定状況 

工場立地法では、地域の実情に併せて、市町村が独自に緑地率（工場敷地に

占める緑地面積の割合）を定めることができる。市町村が独自の緑地面積率を設

定するためには、地域準則条例と呼ばれる条例を制定する必要がある。 
また、地域準則条例の根拠法は、工場立地法以外に、地域未来投資促進法、

総合特別区域法、東日本大震災復興特別区域法がある。 

【各法律に基づく地域準則条例の制定状況】 

根拠法令 工場立地法 地域未来 
投資促進法 

総合特別 
区域法 

東日本大震災 
復興特別区域法 

いずれかの

条例を制定 
条例制定 
市町村数 ３７２市町村 １５５市町村 １７市町村 ３９市町村 ５３９市町村 

制定割合 ２１％（※１） ９％（※１） １４％（※２） １７％（※３） ３１％（※１） 
※１ 全国１,７４１市町村のうち、条例を制定した市町村の割合で計算。 
※２ 総合特別区域法に定める国際戦略総合特別区域計画の作成主体となっている１１８市町村のうち、条例を

制定した市町村の割合で計算。 
※３ 東日本大震災復興特別区域法に指定される２２７市町村のうち、条例を制定した市町村の割合で計算。 
 

上述のとおり、４法令に基づき、緑地率を緩和する条例を市町村が制定するこ

とができるが、いずれかの法令に基づき条例を制定している市町村は、５３９市町

村（上記の表を参照）であり、都道府県別でみると、以下の状況となっている。 
 
【都道府県別 管内市町村の条例（上記４法令に基づくいずれかの条例）の制定状況】 
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市町村が地域準則条例で設定した緑地率をみると、緑地率を地域準則条例で

最大限引き下げ可能な５％まで引き下げを行った市町村は、準則条例を制定し

た市町村の７割（２６６市町村）を超えている。 
なお、地域準則条例では、環境保全の観点から、法律で定める緑地率２０％よ

りも高い緑地率を設定する地域を設けることも可能であるが、２０％超の緑地率と

なる地域を設定した市町村は１６市町村（２５％：９市町村、 ３０％：７市町村）とな

っている。 

 
都道府県別に管内市町村の地域準則条例の制定状況を見ると、制定割合が

８割を超える都道府県がある一方で、一桁台の都道府県もあるなど、各地域によ

って地域準則条例の制定状況にばらつきがあり、都道府県別の制定状況は以下

のとおりである。なお、条例を制定している市町村数は、１都道府県当たり、平均

７．８市町村となっている。 

 

【地域準則条例で制定した緑地率の下限値の状況（市町村数）】 

【都道府県別 管内市町村の地域準則条例（工場立地法関係）の制定状況】 
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